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１．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2021年12月31日)

資産の部

固定資産 5,044,895 5,150,688

電気事業固定資産 2,395,103 2,359,608

水力発電設備 276,498 273,021

原子力発電設備 151,690 146,549

送電設備 595,855 578,904

変電設備 452,024 449,023

配電設備 784,942 780,955

業務設備 110,070 109,027

その他の電気事業固定資産 24,020 22,127

その他の固定資産 351,182 398,890

固定資産仮勘定 382,692 406,575

建設仮勘定及び除却仮勘定 340,916 364,799

使用済燃料再処理関連加工仮勘定 41,776 41,776

核燃料 192,074 192,849

装荷核燃料 40,040 40,040

加工中等核燃料 152,034 152,809

投資その他の資産 1,723,843 1,792,764

長期投資 214,867 231,407

関係会社長期投資 1,312,602 1,352,250

退職給付に係る資産 22,517 23,499

繰延税金資産 160,383 166,293

その他 17,680 23,482

貸倒引当金（貸方） △4,208 △4,169

流動資産 641,452 947,936

現金及び預金 176,460 234,146

受取手形、売掛金及び契約資産 309,272 295,755

棚卸資産 38,721 173,523

その他 119,097 246,711

貸倒引当金（貸方） △2,099 △2,199

合計 5,686,348 6,098,624
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2021年12月31日)

負債及び純資産の部

固定負債 2,466,169 2,803,560

社債 723,260 812,760

長期借入金 1,125,401 1,378,252

リース債務 60,517 52,118

原子力発電所運転終了関連損失引当金 7,956 7,956

退職給付に係る負債 143,420 139,857

資産除去債務 261,754 262,907

その他 143,860 149,707

流動負債 1,094,146 1,147,853

1年以内に期限到来の固定負債 223,586 218,896

短期借入金 262,442 265,333

コマーシャル・ペーパー 20,000 117,000

支払手形及び買掛金 200,397 225,898

未払税金 88,983 27,616

その他 298,735 293,108

特別法上の引当金 22,347 22,347

渇水準備引当金 22,347 22,347

負債合計 3,582,663 3,973,761

株主資本 1,971,490 1,921,399

資本金 430,777 430,777

資本剰余金 70,732 70,746

利益剰余金 1,472,678 1,422,600

自己株式 △2,697 △2,726

その他の包括利益累計額 59,675 96,779

その他有価証券評価差額金 45,002 46,006

繰延ヘッジ損益 △435 7,297

為替換算調整勘定 11,216 39,718

退職給付に係る調整累計額 3,892 3,757

新株予約権 － 0

非支配株主持分 72,518 106,683

純資産合計 2,103,684 2,124,863

合計 5,686,348 6,098,624
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第３四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2020年４月１日
　至 2020年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年12月31日)

営業収益 2,112,573 1,826,894

電気事業営業収益 1,805,649 1,460,190

その他事業営業収益 306,923 366,704

営業費用 2,000,523 1,828,695

電気事業営業費用 1,710,848 1,473,239

その他事業営業費用 289,674 355,456

営業利益又は営業損失（△） 112,049 △1,800

営業外収益 96,083 16,019

受取配当金 2,346 2,603

受取利息 122 242

持分法による投資利益 90,378 2,434

インバランス収支還元収益 － 4,167

その他 3,235 6,571

営業外費用 16,655 19,350

支払利息 14,774 14,268

その他 1,880 5,081

四半期経常収益合計 2,208,657 1,842,914

四半期経常費用合計 2,017,178 1,848,046

経常利益又は経常損失（△） 191,478 △5,131

特別損失 － 5,650

インバランス収支還元損失 － 5,650

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

191,478 △10,782

法人税等 31,800 985

四半期純利益又は四半期純損失（△） 159,677 △11,768

非支配株主に帰属する四半期純利益 3,019 1,374

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主
に帰属する四半期純損失（△）

156,657 △13,142

　

－　4　－

中部電力㈱（9502) 2022年3月期 第3四半期決算短信



四半期連結包括利益計算書

第３四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2020年４月１日
　至 2020年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年12月31日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） 159,677 △11,768

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 3,062 △3,835

繰延ヘッジ損益 △195 630

為替換算調整勘定 △1,047 621

退職給付に係る調整額 1,987 25

持分法適用会社に対する持分相当額 △9,622 40,079

その他の包括利益合計 △5,815 37,521

四半期包括利益 153,862 25,753

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 150,008 23,961

非支配株主に係る四半期包括利益 3,853 1,792
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項 

 

（継続企業の前提に関する注記） 

 

該当事項なし 

 

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記） 

 

該当事項なし 

 

（四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用） 

 

税金費用の計算 

 

税金費用については，当第 3 四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の

実効税率を合理的に見積り，税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算している。 

ただし，当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には，法定実効税率を使

用する方法による。 

 

（会計方針の変更） 

 

収益認識に関する会計基準等の適用 

 

「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第 29号 2020年 3月 31日)(以下，「収益認識会計基準」という。)等を第

1四半期連結会計期間の期首から適用し，約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で，当該財又はサービスと

交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとした。 

また，収益認識会計基準等の適用を踏まえ，「電気事業会計規則」(1965年 6月 15日 通商産業省令第 57号)が改正され

たため，前連結会計年度まで営業収益に計上していた「再エネ特措法賦課金」及び「再エネ特措法交付金」の取引金額は，

営業収益より除くこととなり，対応する費用を計上しないこととなった。 

なお，電気事業営業収益のうち，電灯・電力料等に係る料金収入については，検針により決定した電力量に基づき収益

計上(以下，「検針日基準」という。)を行っており，当該取扱いについて「電気事業会計規則」の改正はないため，引き続

き検針日基準に基づき収益計上している。 

収益認識会計基準等の適用については，収益認識会計基準第 84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従っており，第

1 四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を，第 1 四半期連結会計期間の

期首の利益剰余金に加減し，当該期首残高から新たな会計方針を適用している。 

この結果，従来の方法に比べて，当第 3 四半期連結累計期間の営業収益が 508,492 百万円，営業費用が 508,481 百万円

減少し，営業損失が 11 百万円，経常損失，税金等調整前四半期純損失がそれぞれ 14 百万円増加しており，当第 3 四半期

連結会計期間末の流動資産における再エネ特措法交付金に係る売掛金が 79,116 百万円減少し，その他が同額増加してい

る。 

また，第 1四半期連結会計期間の期首の純資産に累積的影響額が反映されたことにより，利益剰余金の当期首残高が 898

百万円，非支配株主持分の当期首残高が 270百万円増加している。 

収益認識会計基準等を適用したため，前連結会計年度の連結貸借対照表において，「流動資産」に表示していた「受取手

形及び売掛金」は，第 1四半期連結会計期間より「受取手形、売掛金及び契約資産」に含めて表示することとした。 

 

時価の算定に関する会計基準等の適用 

 

「時価の算定に関する会計基準」(企業会計基準第 30号  2019年 7月 4日)(以下，「時価算定会計基準」という。)等を

第 1 四半期連結会計期間の期首から適用し，時価算定会計基準第 19 項及び「金融商品に関する会計基準」(企業会計基準

第 10号  2019年 7月 4日)第 44-2項に定める経過的な取扱いに従って，時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を，

将来にわたって適用することとした。 

なお，四半期連結財務諸表に与える影響はない。 
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